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韓
国
の
総
人
口
に
関
す
る
統
計
は
人
口

住
宅
総
調
査
（
人
口
セ
ン
サ
ス
）、
住
民

登
録
人
口
統
計
、
将
来
人
口
推
計
の
三
種

類
が
あ
る
。
こ
の
中
で
韓
国
の
公
式
統
計

に
あ
た
る
の
は
将
来
人
口
推
計
で
あ
る
。

　

人
口
住
宅
総
調
査
は
韓
国
内
の
す
べ
て

の
人
と
住
宅
の
規
模
お
よ
び
そ
の
特
徴
を

把
握
す
る
た
め
の
国
家
基
本
統
計
調
査
で

あ
る
。
近
年
、
単
独
世
帯
や
共
稼
ぎ
夫
婦

な
ど
の
増
加
で
未
回
答
の
事
例
が
増
え
、

ま
た
、
調
査
費
用
の
負
担
も
大
き
い
こ
と

か
ら
、
二
〇
一
五
年
人
口
住
宅
総
調
査
で

は
「
登
録
セ
ン
サ
ス
方
式
」
を
導
入
す
る

こ
と
に
し
た
。
登
録
セ
ン
サ
ス
と
は
、
訪

問
調
査
を
せ
ず
に
、
住
民
登
録
簿
や
建
築

物
台
帳
な
ど
の
行
政
情
報
を
利
用
し
て
全

数
調
査
を
行
う
方
式
で
あ
る
。
行
政
情
報

を
利
用
す
る
こ
と
で
、
回
答
者
の
負
担
や

デ
ー
タ
の
重
複
・
漏
れ
を
少
な
く
し
、
ま

た
、
経
費
も
大
幅
に
削
減
で
き
る
と
い
う

効
果
が
あ
る
。
人
口
セ
ン
サ
ス
の
沿
革
は

表
１
の
と
お
り
で
あ
る
。
Ｋ
Ｏ
Ｓ
Ｉ
Ｓ

（
韓
国
統
計
庁
国
家
統
計
ポ
ー
タ
ル
サ
イ

ト
）
で
は
、
一
九
二
五
年
の
第
一
回
セ
ン

サ
ス
か
ら
二
〇
一
〇
年
セ
ン
サ
ス
ま
で
の

デ
ー
タ
を
公
開
し
て
い
る
。（http://ko 

sis.kr

）

　

住
民
登
録
人
口
統
計
は
住
民
登
録
法
に

基
づ
き
、
中
央
省
庁
で
あ
る
行
政
自
治
部

が
各
地
方
自
治
体
で
作
成
し
た
デ
ー
タ
を

不
明
登
録
制
度
が
導
入
さ
れ
た
こ
と
に
よ

り
、
二
〇
一
〇
年
一
月
か
ら
は
居
住
地
不

明
登
録
者
を
住
民
登
録
者
と
同
様
に
人
口

統
計
に
含
ん
で
公
表
し
て
い
る
。
行
政
自

治
部
の
サ
イ
ト
で
は
二
〇
〇
八
年
か
ら
毎

月
デ
ー
タ
を
公
開
し
て
い
る
。（http://

rcps.egov.go.kr:8081

）

　

将
来
人
口
推
計
は
、
人
口
住
宅
総
調
査

と
住
民
登
録
人
口
統
計
を
補
完
す
る
意
味

で
作
成
さ
れ
た
韓
国
の
公
式
統
計
で
あ
る
。

推
計
に
当
た
っ
て
は
、
人
口
住
宅
総
調
査

に
基
づ
い
て
、
出
生
、
死
亡
、
移
動
の
要

因
を
計
算
し
て
人
口
を
推
定
（
コ
ー
ホ
ー

ト
要
因
法
）
し
、
国
家
発
展
計
画
と
社

会
・
経
済
指
標
作
成
の
た
め
の
基
礎
資
料

や
学
術
資
料
と
し
て
活
用
さ
れ
る
。
統
計

庁
は
、
一
九
六
〇
年
か
ら
韓
国
の
将
来
人

口
を
展
望
し
て
き
た
が
、
一
九
九
六
年
に

「
将
来
人
口
推
計
」
年
報
を
公
式
的
に
刊

行
し
た
後
、
二
〇
一
一
年
一
二
月
に
四
度

目
の
報
告
書
を
発
表
し
た
。
表
２
に
各
人

口
統
計
の
特
徴
を
ま
と
め
て
お
く
。
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表１　人口センサスの沿革

実施年度別人口・住宅総調査の主な特徴 閲覧可能状況

実施年 名称 特徴 冊子体の
所蔵状況 Web ※注２ KOSIS 

1925.10.1 簡易国勢調査 最初の人口センサス実施 ※注１ 韓国中央図書館 ○
1930.10.1 朝鮮国勢調査 初めて職業などの経済活動事項を入れる ○ 国会図書館 ○
1935.10.1 朝鮮国勢調査 常住地項目の追加調査 ※注１ 国会図書館 ○
1940.10.1 国勢調査 兵役関連項目、３年前の職業・産業の項目調査 ※注１ － ○
1944. 5.1 簡易国勢調査 資源調査法に基づき実施 ―※注３ － ○
1949. 5.1 総人口調査 初めて人口移動事項を入れる ―※注４ － ○
1955. 9.1 簡易総人口調査 世帯項目を初めて実施 ○ － ○

1960.12.1 人口住宅国勢調査
・�UN 統計局支援の下、初めて住宅に関する事項を取り入れ、「人口住

宅国勢調査」として名称変更
・経済活動と出産力事項の20% を標本集計

○ － ○

1966.10.1 人口センサス 10% 標本調査も実施 ( 経済活動と出産力 ) ○ － ○

1970.10.1 総人口・住宅調査 10% 標本調査も実施 ( 経済活動、出産力、人口移動及び一部住宅に関
する事項 ) ○ － ○

1975.10.1 総人口・住宅調査 5% 標本調査も実施 ( 経済活動、出産力、人口移動及び一部住宅に関す
る事項 ) ○※注５ － ○

1980.11.1 人口・住宅センサス ・調査基準時点変更 (10.１→11.１)
・15% 標本調査も実施 ( 経済活動、出産力、人口移動 ) ○ － ○

1985.11.1 人口・住宅センサス ・全項目全数調査
・名字、本貫、宗教に関する調査を実施 ○ － ○

1990.11.1 人口住宅総調査
・�10% 標本調査も実施 ( 経済活動、出産力、人口移動、通勤通学、一

部世帯に関する事項 )
・データ入力の光学読取方式 (OMR) 導入

○ － ○

1995.11.1 人口住宅総調査
・�10% 標本調査も実施 ( 経済活動、通勤通学、人口移動、一部世帯に

関する事項 )
・空き家調査表を利用した空き家調査の実施

○ － ○

2000.11.1 人口住宅総調査 ・�10% 標本調査も実施 ( 経済活動、人口移動、高齢者、情報化、一部
世帯に関する事項 ) ○ － ○

2005.11.1 人口住宅総調査
・�10% 標本調査も実施 ( 経済活動、人口移動、通勤通学、低出産、高

齢者、一部世帯に関する事項 )
・インターネット調査方法の導入

○ － ○

2010.11.1 人口住宅総調査

・�10％標本調査も実施（経済活動、人口移動、出産力、高齢者、住
居・福祉に関する事項）

・インターネット調査拡大 (0.9% →30％目標 )
・�超炭素グリーン成長関連の調査項目選定
・ICR 入力方式を通じたデータ入力

○※注５ － ○

2015.11.1 人口住宅総調査
・全数調査を登録センサス方式に転換
・標本調査拡大（10% →20%）
・インターネット調査方式適用、ICR 方式データ入力

－ － －

（注）　⑴　アジア経済研究所は所蔵無し、国内他機関の所蔵あり。
　　　⑵　ウェブサイトで画像閲覧可能。
　　　⑶　日本の敗戦により詳細な資料は無し。
　　　⑷　朝鮮戦争により消失。
　　　⑸　標本調査についてアジア経済研究所は所蔵無し、国内他機関の所蔵あり。

（出所）　KOSIS（韓国統計庁国家統計ポータルサイト）（http://kosis.kr） より筆者作成。

表２　各人口統計の比較

人口住宅総調査
（人口センサス） 住民登録人口統計 将来人口推計

統計類計 調査統計 報告統計（業務統計） 加工統計
統計種類 指定統計 一般統計 一般統計
調査・作成目的 ○�人口規模、分布・構造と住宅に関する

特性を把握、各種政策立案の基礎資料
を提供

○�各種世帯関連の経常調査標本などの基
礎資料として活用

○�「住民登録法」により、住民登録人口
と世帯状況について全国単位の行政単
位（ 市・ 道、 市・ 郡・ 区、 邑・ 面・
洞）、年齢別統計を集計

○�選挙、教育、租税、福祉、交通、地域
開発などの各分野に適時性のある統計
を提供

○�年金・財政政策など、国家中長期経済
社会発展計画の基礎資料を提供

○�将来世帯推計のうち人口を活用した多
様な主題別推計の基礎資料として提供

調査・作成周期 ５年 月 ５年：人口住宅総調査実施の翌年（全国
編）、翌々年（市・道編）

開始年度 人 口 総 調 査：1925年、 住 宅 総 調 査：
1960年

1991年 1964年に1960年の人口総調査結果に基
づき、推計人口（1960～2000）を最初
に作成

調査・作成対象 調査時点の韓国領土内に常住する全ての
内・外国人と住んでいる居所

個人 －

調査・作成単位 世帯一人または二人以上が集まり、炊事、
就寝などの生計を共にする生活単位

住民登録地に申告された全国民 －

調査・作成範囲 韓国に常住する全ての内国人と外国人 月末時点の住民登録地に申告された韓国
国民

－

調査・作成地域 韓国領土のうち行政権が及ぶ全地域 全国 全国および17市・道
調査・作成方法 ○調査員面接方式

○回答者記入方式
○インターネット方式

行政機関が集計 コーホート要因法

調査・作成体系 ○主幹機関：統計庁
○�実施機関：地方自治体と６つの中央行

政機関

市・郡・区の住民登録システムから行政
自治部の住民登録電算情報センターへ

（自動集計）

統計庁

（出所）　KOSIS（韓国統計庁国家統計ポータルサイト）（http://kosis.kr） より筆者作成。

自
動
集
計
す
る
も
の
で
あ
る
。
選
挙
や
教

育
な
ど
の
国
家
行
政
や
政
策
の
基
礎
資
料

と
し
て
活
用
さ
れ
る
。
デ
ー
タ
を
利
用
す

る
際
は
次
の
点
に
関
し
て
注
意
が
必
要
で

あ
る
。
外
国
人
や
未
申
告
者
は
含
ま
れ
ず
、

留
学
な
ど
国
外
に
住
ん
で
い
て
も
住
民
登

録
票
に
記
録
さ
れ
て
い
る
場
合
は
統
計
に

含
ま
れ
る
。
ま
た
、
住
民
登
録
法
の
改
定

（
二
〇
〇
九
年
一
〇
月
二
日
）
で
居
住
地


